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今般の新型コロナウイルス感染拡大により都市再生においても新たに課題が顕在化し、密の回避等、都市活動に様々な影
響が発生した。
一方、人や機能等を集積させる都市そのものの重要性に変わりはないものと考えられ、新たな生活様式や社会情勢の変化を

踏まえたうえで、今後の都市再生の方向性を検討していくことが必要となる。
そこで、有識者をはじめ、都市再生に関係する業種・業態の民間事業者や自治体などの現状を把握し、新型コロナウイルス

感染症を契機とした都市再生への影響やそれを踏まえた今後の都市再生の取組の方向性を検討するため、都市再生有識者
懇談会（以下、「懇談会」という。）を開催する。

「新たな日常」に対応した都市再生推進施策検討

＜新たに顕在化した課題＞
①密の回避
②社会全体のDX浸透

既存の都市再生

新たな日常に対応した
都市再生

＜ヒアリング内容案＞
・コロナ禍において、業界や事業者が被った影響。

・当該影響に対して、現状どのように対応しているか。
（街づくりや物件ごとで活用している先進的事例）

・新たな働き方・住まい方・生き方や人・物の流れにど
のように対応していくか。

・今後どういった技術を活用して対応していく見込みか。

課題の解決にあたり、
現状把握を実施

・経済活動の停滞
・インバウンドの減少

・経済活動の再始動
・インバウンドの再喚起

今後の都市再生の方向性への反映を想定
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「特定都市再生緊急整備地域」とは、都市再生
緊急整備地域のうち、都市開発事業等の円滑か
つ迅速な施行を通じて緊急かつ重点的に市街地
の整備を推進することが都市の国際競争力の強
化を図る上で特に有効な地域として政令で定める
地域をいう。

「都市再生緊急整備地域」とは、都市の再生の拠
点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点
的に市街地の整備を推進すべき地域として政令
で定める地域をいう。

候補地域（4地域）

「候補地域」とは、近い将来における政令指定
の意向を関係自治体が持つものの、都市開発
事業の熟度や関連計画との整合等が指定レ
ベルに至っていないなどの場合に、必要に応じ
て設定・公表する地域をいう。

※緊急整備地域数及び協議会数は令和2年9月16日時点、その他の計画数等は令和2年9月30日時点

5都市再生制度に関する基本的な枠組（都市再生特別措置法関連）



仙台都心地域 186ha【73ha】

岡山駅周辺・表町地域 113ha

那覇旭橋駅東地域 11ha

札幌都心地域 225ha【145ha】

※令和２年９月１６日時点

札幌市

仙台市

さいたま市

川口駅周辺地域 68ha

川口市

千葉市柏駅周辺地域 20ha

千葉駅周辺地域 28ha

柏市

東京都

東京都・川崎市（都県跨ぎ）

川崎市

岐阜市

相模原市

常滑市

相模原橋本駅周辺・相模原駅
周辺地域 89ha

厚木市

岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域
30ha

浜松市

羽田空港南・川崎殿町・大師河原地域 339ha【66ha】

浜川崎駅周辺地域 104ha
川崎駅周辺地域 66ha

名古屋駅周辺・伏見・栄地域 401ha【303ha】
名古屋臨海地域 145ha

名古屋市

中部国際空港東・常滑りんくう地域 378ha大阪市

浜松駅周辺地域 40ha

大阪城公園周辺地域 121ha                   
大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域 490ha【209ha】
難波・湊町地域 36ha
阿倍野地域 21ha
大阪ｺｽﾓｽｸｴｱ駅周辺地域 154ha【 53ha】

京都市

高松市

高槻市

千里中央駅周辺地域 15ha

豊中市

高槻駅周辺地域 34ha

守口市

守口大日地域 80ha

寝屋川市

寝屋川萱島駅東地域 49ha

神戸市

岡山市

広島市
福山市

福山駅南地域 11ha

堺市

高松駅周辺・丸亀町地域 51ha

北九州市

小倉駅周辺地域 102ha
福岡市

福岡香椎・臨海東地域 335ha
福岡都心地域 455ha【231ha】

那覇市

東京都心・臨海地域 2,040ha 【2,040ha】
秋葉原・神田地域 157ha
品川駅・田町駅周辺地域 184ha 【184ha】
新宿駅周辺地域 221ha 【221ha】
大崎駅周辺地域 61ha
渋谷駅周辺地域 139ha【139ha】
池袋駅周辺地域 143ha【143ha】

本厚木駅周辺地域 20ha

大宮駅周辺地域 130ha
さいたま新都心駅周辺地域 47ha

都市再生緊急整備地域のある市等
特定都市再生緊急整備地域のある市等
都市再生緊急整備地域の候補地域のある市

地域名緑字は特定都市再生緊急整備地域を含む地域
【 】内は特定都市再生緊急整備地域の面積

内は都市再生緊急整備地域名とその面積

堺東駅西地域 27ha

京都駅周辺地域 162ha
京都南部油小路通沿道地域 213ha

候補地域(候補地域の名称は仮称）

1.福岡箱崎地域（福岡市） 2.松戸駅周辺地域（松戸市）
3.新大阪駅周辺地域（大阪市） 4.新潟都心地域（新潟市）
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福井駅周辺地域 66ha

福井市

神戸ポートアイランド西地域 273ha
神戸三宮駅周辺・臨海地域 98ha【45ha】

広島都心地域 234ha【153ha】

枚方市駅周辺地域 48ha

枚方市

長崎中央地域 180ha

長崎市

横浜都心・臨海地域 524ha【331ha】
横浜上大岡駅西地域 7ha

横浜市

都市再生緊急整備地域（51地域 約9,171ha：うち特定都市再生緊急整備地域 15地域 約4,336ha)

4
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都市再生緊急整備地域の主な支援措置 7

税制支援

法制上の支援措置 財政支援

金融支援

■都市再生特別地区
都市再生に貢献し土地の高度利用を図るため、都市再生緊急整備地域内において、

既存の用途地域等に基づく規制にとらわれず自由度の高い計画を定めることにより、容積
率制限の緩和等が可能。

■その他の法制上の支援措置
・都市再生事業を行おうとする者からの都市計画の提案制度
・都市再生事業を施行するために必要な市街地開発事業の認可等について、
認可期間を設定（3ヶ月以内等）

・都市再生安全確保計画に記載された備蓄倉庫等に係る容積率の特例
・下水の未利用エネルギーを民間利用するための規制緩和＜特定地域のみ＞

■民間都市開発推進機構によるメザニン支援
都市再生緊急整備地域内において、公共施設の整備を伴う優良な民間都市開発事

業に対し、金融支援を行う。

■国際競争拠点都市整備事業＜特定地域のみ＞
特定都市再生緊急整備地域において、国、地方公共団体、民間事業者から構成され

る協議会が策定する整備計画に位置付けられる都市拠点インフラの整備について、重点
的かつ集中的に支援。

■都市安全確保促進事業
都市再生緊急整備地域における都市再生安全確保計画に基づくソフト、ハード対策

等への支援

■官民連携まちなか再生推進事業
官民の様々な人材が集積するプラットフォームの構築と、未来ビジョンを実現するための

自立・自走型システムの構築に向けた取組を総合的に支援

日本橋二丁目地区（東京都中央区）

容積率：800%、700％ → 1990％ 等

大阪駅北地区（大阪市）

容積率：800% → 1600％ 等

■道路の上空利用のための規制緩和
都市再生緊急整備地域内における都市再生特別地区の都市計画に位置づけること

で、道路の付け替え、廃道をせずに、道路上空に建築物を建てることが可能。

■所得税・法人税：５年間2.5（５）割増償却
■登録免許税 ：建物の保存登記について本則4/1,000を3.5/1,000

（2/1,000）に軽減
■不動産取得税 ：課税標準から都道府県の条例で定める割合を控除

※参酌基準を1/5(1/2)とし、1/10(2/5)以上3/10(3/5)以下の範囲内
■固定資産税・ ：５年間 課税標準から市町村の条例で定める割合を控除
都市計画税 ※参酌基準を2/5(1/2)とし、3/10(2/5)以上1/2(3/5)以下の範囲内
※括弧内は特定都市再生緊急整備地域内の場合の特例



都市再生緊急整備地域 特定都市再生緊急整備地域

定義
〔法第2条〕

都市の再生の拠点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ
重点的に市街地の整備を推進すべき地域

都市再生緊急整備地域のうち、都市開発事業等の円滑かつ迅速
な施行を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推進することが
都市の国際競争力の強化を図る上で特に有効な地域

都市計画等
の特例

〔法第36条〕

・民間事業者による提案を受け、既存の都市計画の制限内容を見直し、改めてその制限内容の決定を行うことが可能
・都市再生特別地区に、道路の上空利用（重複利用）を定めることが可能

－ ・下水の未利用エネルギー活用に関する規制を緩和
民間都市再生事業 優良な民間都市開発プロジェクト（認定条件：敷地１万㎡、税制・金融の適用条件等あり）

税制の特例

・所得税・法人税（割増償却）5年間25%増
・登録免許税（建物） 軽減税率3.5/1000
・不動産取得税 1/5（都道府県条例による場合1/10～
3/10）控除

・固定資産税・都市計画税 課税標準5年間 ２/５（市町
村条例による場合3/10～1/2）控除

・所得税・法人税（割増償却）5年間50%増
・登録免許税（建物） 軽減税率2/1000
・不動産取得税 1/2（都道府県条例による場合2/5～3/5）
控除
・固定資産税・都市計画税 課税標準5年間 １/２（市町
村条例による場合2/5～3/5）控除

金融支援
・民間都市開発推進機構がミドルリスク資金を安定的な金利で長期に供給

－ ・国際競争力強化施設に対する金融支援

法定協議会による
法定計画の作成
〔法第19条の2、
第19条の13〕

・予算支援

・官民連携の協議会において、「都市再生安全確保計画」を作成することが可能
・ハード、ソフト両面の対策が盛り込まれる計画の作成・実施に対する
予算支援（都市安全確保促進事業（エリア防災促進事業）、ＢＣＤ補助事業）

－
・官民連携の協議会において、「整備計画」を作成することが可能
・計画に記載された都市拠点インフラの整備に対する
予算支援（国際競争拠点都市整備事業、国際競争力強化施
設に関連する公共施設整備）

・国際交流創造施設整備に対する予算支援（官民連携まちなか再生推進事業） ※

※ 都市再生緊急整備地域（中枢中核都市に限る。）及び特定都市再生緊急整備地域が対象。
2020年４月１日現在

8都市再生緊急整備地域の特例措置の概要



9都市再生緊急整備地域の評価の目的と概要
1.目的
社会経済情勢の変化に対応した適時適切な地域指定を実施していくため、指定後一定期間が経過した地域
において、上位計画等における位置づけや都市開発事業等の進捗状況、整備効果等の評価を行い、指定地
域や地域整備方針の見直しに反映させることを目的としている。

2.概要
①評価の対象
都市再生緊急整備地域の指定を最初に行った年度から数えて５年目を迎える地域（すでに５年を超えてい
る地域を含む）を対象とし、以後、一定期間（原則５年）ごとに実施。ただし、既指定地域の特段の事情が
発生した場合にはこの限りではなく、必要に応じて評価を実施する。
②評価の項目
ア）上位計画、関連計画における位置づけ
イ）都市再生に係る事業の進捗状況
ウ）都市再生の効果 基本的な指標：人口、世帯数、地価

（特定都市再生緊急整備地域のみ）：従業員者数・密度、事業所数・密度・GRP
③評価作業の流れ

※評価時点において指定基準に適合し、地域整備方針も適切であると認める場合は指定を現行どおり継続する。
また、適合しなくなったと認める場合、または地域整備方針の変更が必要になったと認める場合は指定地域の改廃や地域整備方針の変更を行う。
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成
・
決
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結
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公
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反
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札幌都心地域

都市再生緊急整備地域における事例 10

■都市の効果
①人口 ：107% 増 4,543人 （H17）→9,411人 （H27）
②世帯数 ：116% 増 2,835世帯 （H17）→6,134世帯 （H27）
③地価 ： 21％ 増 124万円/㎡（H14）→150万円/㎡（H28）
④就業者密度:   16％ 増 739人/ha （H13）→854人/ha   （H26）

■地域の概要
札幌の玄関口であるＪＲ札幌駅と従来からの商業地区である大通駅を含んだ札
幌市（人口約197万人 ）の都心部で、業務・商業・娯楽等の機能が高度に集
積した地域。
所在地 ：北海道札幌市中央区、北区、東区
面積 ：225ha（特定地域145ha）
指定年月日：H14.10.25/H24.1.25(特定)/H25.7.12(拡大)

https://www.ur-net.go.jp/aboutus/publication/web-urpress56/town_saizensen.html
(出典) URのまちづくり最前線 第10回｜UR都市機構

さっぽろ創生スクエア



中之島・御堂筋周辺地域

都市再生緊急整備地域における事例 11

■都市の効果
①人口 ： 66%増 9,455人 （H17）→     15,741人（H27）
②世帯数 ： 76%増 6,073世帯 （H17）→  10,709世帯（H27）
③地価 ：119%増 146万円/㎡（H14）→  319万円/㎡（H28）
④就業者密度: 18％増 1,011人/ha（H13）→ 1,195人/ha（H26）

■地域の概要
鉄道の交通結節点である大阪駅、水の都・大阪のシンボルである中之島、大阪の
メインストリートである御堂筋を中心とした、大阪市の都心地域を構成する地域。
所在地 ：大阪市福島区、西区、北区、中央区
面積 ：490ha（特定地域82ha）
指定年月日：H14.7.24/H24.1.25(特定・拡大)/H27.7.24(拡大)

(出典)グランフロント大阪│グランフロント大阪とは
https://www.grandfront-osaka.jp/about/



候補地域

各自治体内での準備等

都
市
開
発
事
業
等
の
熟
度

（指定前の１～３年程度）

＜枠組みイメージ図＞

産学官金（準備協議会）による
「オープンな議論」

「ビジョンの共創・質の向上」

地域プラットフォーム

①近い将来における政令指定の意向を関係自治体が持つものの、②都市開発事業の熟度や関連計画との整合
等が指定レベルに至っていないなど、必要な場合には、③関係自治体からの意向等を踏まえ、地方創生推進事
務局が「都市再生緊急整備地域の候補となる地域（候補地域）」を設定・公表、④「産学官金」の連携の場
（準備協議会）等を通した民間提案の機会の提供、スケジュールの共有、魅力的な案件形成等により、都市再
生の質の向上や民間投資の一層の呼び込みを図る。

【準備協議会における実施事項】
ア 都市再生緊急整備地域として政令指定すべきエリア（素案）の作成
イ 都市再生の目標・方針となる地域整備方針（素案）の作成
ウ その他都市再生の質の向上と民間投資の呼び込みに必要な事項の検討及び推進
なお、候補地域においては、進捗状況等を確認しながら、適宜、関係自治体の意向等を踏まえ候補地域としての継続可否を判断

都市再生
緊急整備地域

国・
自治体

金融
機関

その他
関係者

学識
経験者

民間
事業者 課題整理・

対応方針の
調整等

都市再生緊急整備地域の候補となる地域の設定 12



令和元年7月31日 候補地域設定

仙台都心地域

松戸市

平成29年12月22日 候補地域設定

福岡箱崎地域

平成31年3月29日 候補地域設定

長崎都心地域

平成30年2月27日 候補地域設定

広島紙屋町・八丁堀地域

都市再生緊急整備地域
平成30年10月19日 政令指定
特定都市再生緊急整備地域
（※広島駅周辺地域と統合）

令和２年9月15日 政令指定 平成29年12月22日 候補地域設定

松戸駅周辺地域

平成30年8月29日 候補地域設定

新大阪駅周辺地域 ※令和２年9月16日時点

広島市

福岡市

長崎市

枚方市

仙台市

大阪市

候補地域から都市再生緊急整備地域に指定された市

候補地域のある市

都市再生緊急整備地域の候補となる地域（候補地域）一覧

令和２年６月19日 候補地域設定

新潟都心地域
新潟市

福井市

平成29年12月22日 候補地域設定

福井駅周辺地域

都市再生緊急整備地域
平成30年10月19日 政令指定

平成30年2月27日 候補地域設定

枚方市駅周辺地域

都市再生緊急整備地域
令和２年1月15日 政令指定

都市再生緊急整備地域
（仙台駅西・一番町地域を拡大）
令和２年9月15日 政令指定
特定都市再生緊急整備地域
（※仙台都心地域の一部）

令和２年9月15日 政令指定

都市再生緊急整備地域
令和２年9月15日 政令指定

13

2018年に都市再生本部決定された「都市再生に取り組む基本的な考え方」により、都市再生緊急整備地域の「候補地域」を新たに設定することとした。
これまで９地域が候補地域として設定され、このうち５地域について、既に都市再生緊急整備地域として指定を行っており、他の４地域についても民間
投資の熟度を高めるなど、準備協議会での検討が進み、指定基準を満たした地域から順次指定を行っていく。



都市再生の変遷（2000年代） 14

事例写真
・東京ミッドタウン

事例写真
・ミッドランドスクエア

東京ミッドタウン ミッドランドスクエア なんばパークス

■事業概要

事業区域面積：約８ha
延べ面積 ：約57万㎡
主用途 ：事務所、店舗、住宅
事業者 ：特定目的会社
竣工年 ：2007年

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約19万㎡
主用途 ：事務所、店舗、映画
館
事業者 ：トヨタ自動車(株) 等
竣工年 ：2007年

■事業概要

事業区域面積：約１ha
延べ面積 ：約６万㎡
主用途 ：事務所、店舗、映画館
事業者 ：(株)高島屋 等
竣工年 ：2007年

〇都市再生特別措置法の支援措置を活用し、公共施設を伴う大規模な優良プロジェクトが数多く組成。

（出典）パークスタワー概要｜なんばパークス -NAMBA PARKS-
http://www.nambaparks.com/parks_tower/profile.html

（出典）東京ミッドタウン オフィス | 施設 | 東京ミッドタウン
https://www.tokyo-midtown.com/jp/facilities/office/

（出典）ビル・施設のご案内｜東和不動産株式会社
https://www.towa-r.co.jp/business/business.php?id=3

（出典）国交省HP 都市再生制度の概要 2020年11月



都市再生の変遷（2010年代） 15

虎ノ門ヒルズ グランフロント大阪 グローバルゲート

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約24万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：森ビル(株)
竣工年 ：2014年

■事業概要

事業区域面積：約３ha
延べ面積 ：約48万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：三菱地所(株)
竣工年 ：2013年

■事業概要

事業区域面積：約２ha
延べ面積 ：約16万㎡
主用途 ：事務所、

店舗、ホテル
事業者 ：特定目的会社
竣工年 ：2017年

■国際会議場 ■インキュベーション施設 ■ホテル

〇2010年代以降、国際競争力強化・インバウンドに対応する機能のほか、就業者・来街者の多様化に
伴いビルの多機能化など、民間都市再生事業の更なるミクストユース化が進んでいる。

（出典）ナレッジサロン｜ビジネスユース｜施設ガイド｜ナレッジキャピタル
https://kc-i.jp/facilities/business/knowledge-salon/

（出典）会場スペック｜虎ノ門ヒルズフォーラム
ttp://forum.academyhills.com/toranomon/spec/mainhall
.html

（出典）虎ノ門ヒルズ｜森ビルのプロジェクト｜森ビル株式会社 - MORI Building
https://www.mori.co.jp/projects/toranomonhills/

（出典）TOWER B｜グランフロント大阪
https://www.grandfront-osaka.jp/office/tower_b.html

（出典）グローバルゲート 主要管理ビル プロパティマネジメントなら第一ビルディング
https://www.dai-ichi-building.co.jp/building/277

（出典）客室一覧｜名古屋プリンスホテル スカイタワー
https://www.princehotels.co.jp/nagoya/room/

（出典）国交省HP 都市再生制度の概要 2020年11月
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東京都 三大都市圏 地方都市 総計
都市再生特別地区 46地区、120.0ha 70地区、169.7ha 22地区、38.9ha 92地区、208.6ha
認定都市再生事業 65事業 88事業 37事業 133事業
建設投資額（累計） 49,736億円 61,354億円 8,350億円 79,392億円

○ 都市再生特措法に基づき、2002年以降、全国92地区（約209ha）で都市再生
が促進され、認定民間都市再生事業の延床面積は東京ドーム約431個分に達する。
○ 人口、世帯数、地価のいずれの指標においても、都市再生緊急整備地域内は当該市
区のそれ以外の地域より高い増加傾向を示している。

（出典）都市再生特別地区（92地区）及び認定民間都市再生事業（133件）に基づき国土交通省都市局作成

（出典）内閣府地方創生推進事務局提供資料

都市再生の効果①
（出典）国交省HP 都市再生制度の概要 2020年11月
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都市再生の効果②

これまでの建設投資額（累計）は、首都圏が約8.6兆円、近畿圏が約2.4兆円、中部圏が約1兆円、
三大都市圏以外が約1.2兆円。

【都市再生緊急整備地域内における地域別の建設投資額の推移】

※建設投資額は、自治体への調査により総額を把握（一部、区域面積、容積率、延べ床面積、都道府県別建設工事費単価を用いた推計値を含む。）し、工事期間から単年の建設投資額を算出。

なお、地域指定以降、2019年までに着工した民間開発事業（基盤整備、上物整備）を対象に集計。 なお、民間開発事業において、時期や投資額算出が不可であった事業は集計の対象外とした。

17
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○事業区域に対する公共施設の整備面積割合
（％）

0

10

20

30

40

都市再生黎明期 都市再生１．０ 都市再生２．０

（出典）認定民間都市再生事業（133件）の着工ベースで国土交通省都市局作成

■なんばパークス
屋上公園をはじめ多くの
オープンスペースの整備

■大手町タワー 都心部における大規模な緑の整備

■渋谷スクランブルスクエア
高低差やまちの分断を解消する立体的な歩行者ネットワークを整備

都市再生の進捗に伴い、民間により供給される公共施設（※）の整備面積が大きく増大した。
（※）道路、広場、緑地、デッキ 等

1995～2002 2003～2012 2013～2020
（出典）特集2 「大手町タワー」都市と自然の再生｜CSR｜東京建物
https://tatemono.com/csr/special/ootemachi.html

（出典）渋谷駅上に超高層展望施設「渋谷スカイ」 360度パノラマビュー、来秋完成へ - シブヤ経済新聞
https://www.shibukei.com/headline/13647/

（出典）パークスガーデン｜なんばパークス -NAMBA PARKS-
http://www.nambaparks.com/parks_garden.html

都市再生の効果③
（出典）国交省HP 都市再生制度の概要 2020年11月

都市再生特別措置法の制定
（2002年）
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○頻発・激甚化する自然災害に対応するため、災害ハザードエリアにおける新規立地の抑制、移転の促進、
防災まちづくりの推進の観点から総合的な対策を講じることが必要。

○生産年齢人口の減少、社会経済の多様化に対応するため、まちなかにおいて多様な人々が集い、交流
することのできる空間を形成し、都市の魅力を向上させることが必要。
⇒安全で魅力的なまちづくりの推進

都市再生基本方針（2020年改正）



都市再生特別措置法（平成14年法律第２２号）等の一部改正により、安全で魅力的なまちづくりの推進を図るための措置が

講じられることや、近年の情勢変化に伴い、都市再生基本方針（平成１４年７月１９日閣議決定）について、所要の改正を実施。

（参考）都市再生特別措置法の改正（令和２年６月１０日公布、３か月以内（一部２年以内）施行）

近年の頻発・激甚化する自然災害に対応するため、開発規制、
立地誘導、移転の促進等の土地利用方策等を効果的に組み合わ
せ、総合的な防災・減災対策を講ずる。

安全なまちづくりの推進

駅前等のまちなかにおける歩行者空間の不足や、商店街のシャッター
街化等の課題に対応するため、多様な人々が集い、交流する「居心地
が良く歩きたくなる」空間を官民一体となって形成する。

都市再生基本方針の主な改正内容

• 災害ハザードエリアにおける開発規制や災害リスクの低いエリアへの立地誘導、災害ハザードエリアからの移転の促進等により、
防災まちづくりと都市のコンパクト化を進める。

安全なまちづくりの推進

• 多様な人々が集い、交流する「居心地が良く歩きたくなる」空間を官民一体で形成し、まちのにぎわいを創出するため、まちなかの
歩ける範囲のエリアにおいて、道路、公園、広場、沿道建物等の官民の既存ストックの一体的な修復・利活用による交流・滞在空
間の整備を進める。

魅力的なまちづくりの推進

• ５G、AI、IoT等の新技術や官民データを活用し、都市や地域における課題を解決するため、スマートシティの取組を推進するととも
に、世界に先駆けて未来社会の先行実現を目指すスーパーシティの具体化を図る。

スマートシティ・スーパーシティの推進

• 新型コロナウイルス感染症の拡大により顕在化した都市の課題に対応するため、良質なオープンスペースの充実、テレワーク拠点
の整備、複合型都市開発など職住近接等に対応した民間都市開発事業を推進していく。

• 自然環境が有するグリーンインフラとしての多様な機能も勘案しつつ、都市外縁部の自然再生等を進める。

その他

魅力的なまちづくりの推進

（参考）都市再生基本方針（2020年改正）の概要 20



都市再生の課題や効果、将来像を、地理情報や立体地図を用いて分かりやすく示し

社会的合意形成や投資の促進を図る

◆内閣府としての取組

〇都市再生を「見える化」するための技術仕様案＊の作成 ⇒国際標準化を目指す

〇「i-都市再生」の普及促進に向けた研修・会議等 ⇒全国での事例・人材の充実

＊人口、地価等の都市を評価する項目や、行政界、用途地域など都市の区分を表示するための書式を定義するもの

メッシュデータによる見える化（公共交通利用圏と夜間人口分布） VR技術を活用した表現ツール（大分市中心市街地）

都市再生の「見える化」情報基盤（iｰ都市再生）の構築 21



i-都市再生の活用事例 22

災害と都市構造
◆人口分布（高さ）と、津波被災エリア（色）の関係

赤色：
津波被災エリア

灰色：
それ以外

高さ： 夜間人口

I 市は、人口のほとんど

S 市は、人口の一部
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3D都市モデルを活用した「データに基づくまちづくり」

「勘と経験に基づくまちづくり」から「データに基づくまちづくり」への転換
自治体において都市計画を担う建築・土木の技術職員は減少しつつあり、また人口減少・高齢化の状況下において、従来の経験則

に基づく都市計画はもはや限界であり、ICTなどの新技術を活用した新しい「データに基づくまちづくり」への転換が迫られている。

技術・ベテラン職員の不足
データ分析やシミュレーション

へのノウハウ不足

課
題
の

把
握
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タ
の

収
集
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・
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シ
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計
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く
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の
あ
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方
を

地
域
が
選
択
・
実
践

＜公共交通の事業所カバー状況＞
高さ：従業者数、色：交通利用圏

都市計画の決定過程に携
わる機会の少なさ

身近な範囲に留まる関心
→NIMBY問題

説明意見・
評価 不十分

行政

市民

都市・地区スケールで分析できる
将来のまちの姿を予測できる

場当たり的な対応・市民の不在 データの可視化・分析 全体最適・市民参加型の機動的なまちづくりの実現

3D都市モデルを活用した「データに基づくまちづくり」を進めるために、

他分野を含む多様なデータを収集する
市民を交えて課題を把握し、解決策を模索する
可視化・分析を何度も繰り返し、そのたびに解決策を見直す

＜建物のボリュームと建物用途の表現＞

都市再生のデジタル化事例 混雑状況の可視化



バーチャル空間

カメラ、センサー、レーダ等による新
技術を活用した人流・混雑解析

自由な角度・
縮尺で可視化

3D都市モデル（3Dデジタルマップ）
×

空間属性
（公園、オープンスペース、歩道、建物（飲食店、スーパー等）等）

×
リアルタイムデータ

公園やオープン
スペースの混雑状況

商店街や歩行者空間
の混雑状況

ストリートのオープン化など
の取組みの実施状況

都市再生のデジタル化事例 混雑状況の可視化

：センシング機器の設置

フィジカル空間

人流データ

位置情報

通過交通量

24

商業施設、建物内
の混雑状況



１.都市再生有識者懇談会開催について

２.都市再生の動向について
ⅰ 都市再生の経緯
ⅱ 都市再生の効果

３.新型コロナウイルス感染症の影響
ⅰ 社会・経済活動への影響
ⅱ 企業活動への影響
ⅲ 個人の生活様式や意識への影響

（参考）都市再生を促す制度全般のご紹介



26社会・経済活動への影響① 世界経済への影響

○IMFの10月の世界経済見通しでは、2020年の世界のGDP成長率を▲4.4％と予測し、６月時点から上方修正した。

○2021年については、ワクチンの開発が進む中で、中国の成長加速により世界のGDPは5.2％成長し、2019年比で0.6％上回
る水準を回復する見込み。ただし、日米欧は2019年の水準を回復しない見込み。

○ワクチンの開発が遅れ、2021年中の新型コロナウイルスの封じ込めが困難な場合、2021年の世界のGDP成長率は約2.9％pt
下ぶれると予測。
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-4

-2

0

2

4

6

00 02 04 06 08 10 12 14 16 18 20

2019年 :
+2.8％

2020年 :
▲4.4％

2021年 :
+5.2％

（年）

（暦年、前年比、％）

世界全体の成長率の推移・見通し
（IMF世界経済見通し（2020年10月））

各国の成長率の見通し
（表のカッコ内は前回見通し（6月）からの改定幅）

（備考）IMF “World Economic Outlook”（2020年10月）により国土交通省国土政策局作成。

（暦年、前年比、％）

予測値

2018年 2019年 2020年
［見通し］

2021年
［見通し］

世界全体 3.6 2.8
–4.4
(0.8)

5.2
(-0.2)

先進国 2.2 1.7
–5.8
(2.3)

3.9
(-0.9)

米国 2.9 2.2
-4.3
(3.7)

3.1
(-1.4)

ユーロエリア 1.9 1.3
–8.3
(1.9)

5.2
(-0.8)

英国 1.3 1.5
–9.8
(0.4)

5.9
(-0.4)

日本 0.3 0.7
–5.3
(0.5)

2.3
(-0.1)

新興国・途上国 4.5 3.7
-3.3

(-0.2)
6.0

(0.2)

中国 6.7 6.1
1.9

(0.9)
8.2

(0.0)

インド 6.1 4.2
-10.3

(-5.8)
8.8

(2.8)

ラテンアメリカ 1.1 0.0
-8.1
(1.3)

3.6
(-0.1)

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



27社会・経済活動への影響② 日本経済への影響
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我が国の実質GDP成長率の推移・見通し
（四半期、前期比年率、%）

4-6月期（実績値）
▲28.8％

7-9月期（実績値）
+21.4％

10-12月期:+4.04

○ 我が国の4-6月期の実質GDP成長率は、前期比年率で▲28.8%となったものの、7-9月期には、国内外における社会経済
活動の段階的な引上げ等によって、前期比年率21.4％と４期ぶりのプラス成長となった。

○ 非正規の就業者数は、2020年４月以降前年同月と比べ減少を続けており、2014年以降最大の減少幅となっている。

（備考）
１．実績値は内閣府「四半期別GDP速報（2020年7-9月期・1次速報）」(令和２年11月16日公表)、予測値は日本経済研究セ

ンター「ESPフォーキャスト調査」(2020年11月11日公表)、アメリカ商務省、ドイツ連邦統計局、英国統計局、フラン
ス国立統計経済研究所、欧州委員会により国土交通省国土政策局作成。

２．ESPフォーキャストとは、民間エコノミスト約40名を対象に、GDP成長率などの見通しをヒアリングし結果を集計した
もの。

非正規の
前年差

（右軸）
正規の
前年差
（右軸）

就業者数
（左軸）

就業者数の推移
（万人） （前年差、万人）

非正規の前年差
2020年4月：▲97万人

5月：▲61万人
6月：▲104万人
7月:▲131万人
8月:▲120万人
9月:▲123万人

統計が比較可能な
2014年以降で最大
の減少幅

（備考）総務省統計局「労働力調査」より、国土交通省国土政策局作成。

予測（ESP
フォー
キャスト
予測値総
平均）

9月

20年Q2成長率 20年Q3成長率

日本 ▲28.8 21.4%
アメリカ ▲31.4 33.1%
ドイツ ▲33.8 38.5%

フランス ▲44.6 95.4%
英国 ▲58.7 78.0%

（前期比年率）

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）
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【東京23区】（長期10年）

【名古屋市】（長期10年）

【大阪市】（長期10年）

（短期1年）

（短期1年）

（短期1年）

・

・

（出典）三幸エステート㈱オフィスマーケット調査レポートデータより内閣府にて作成
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29社会・経済活動への影響④ 鉄道業界への影響
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-20.0

0.0

20.0

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

東海道新幹線利用者 山陽新幹線利用者 北陸新幹線利用者

○ 新幹線（東海道新幹線・山陽新幹線・北陸新幹線（ＪＲ西日本管内））の利用者は、各新幹線とも、前年同月比で３月以降減少
しており、４・５月は９割程度減少。６月以降回復傾向にあるが、前年を下回る傾向が続いている。

○ 一方、鉄道貨物輸送量（ＪＲ貨物）も前年を下回る傾向が続いていたが、10月は令和元年東日本台風による反動増となった。

【新幹線利用者数の推移（前年同月比）】 【鉄道貨物輸送（JR貨物）の推移（前年同月比）】
（%）（%）

（出典）東海道旅客鉄道株式会社、西日本旅客鉄道株式会社webサイトより国土交通省国土政策局作成
（注） 山陽新幹線、北陸新幹線（ＪＲ西日本管内）については７月、１２月利用者（前年度推移）未公表 （出典）日本貨物鉄道株式会社webサイトより国土交通省国土政策局作成

令和元年東日本
台風による影響

（千トン）

令和元年東日本
台風による影響

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



30社会・経済活動への影響⑤ 航空業界への影響
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○ 旅客数（ＪＡＬ，ＡＮＡ）については、国際線は１月以降、国内線は２月以降減少傾向にあり、５月には前年同月比で国際線と国
内線ともに９割以上の減少。国内線では６月以降回復傾向にあるが、９月は前年同月と比較すると７割程度減少している。

○ 航空貨物（ＪＡＬ，ＡＮＡ）は旅客数に比較して減少幅は小さいが、５月は前年同月比で５割程度減少。６月以降は回復傾向。

【JAL、ANAの旅客数の推移】

（出典）JAL企業webサイト、ANAグループ企業webサイトより、国土交通省国土政策局作成

（千人） （%）
【JAL、ANAの航空貨物の推移】

（トン） （%）

国内線：57.0％減
国際線：48.9％減

国内線：93.8％減
国際線：98.0％減

国内線：65.5％減

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



31社会・経済活動への影響⑥ 訪日外国人・インバウンドの影響

○ 2020年10月の訪日外国人数は27,400人（推計値）であり、前年同月比で98.9%の減少。

○ 2020年1-3月期の訪日外国人旅行消費額は6,727億円（一次速報値）であり、前年同期比41.6%減少。

11,121 11,333 11,004 
11,73011,517

12,673
11,818 12,128

6,727
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8,000
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14,000

1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

訪日外国人旅行消費額

2018年 2019年 2020年

(億円)

（出典）日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数」、観光庁「訪日外国人の消費動向 2019年年次報告書」、「訪日外国人消費動向調査2020年1-3月期（速報）」より国土政策局作成
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月期の調査は、新型コ
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影響による中止
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（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



32社会・経済活動への影響⑦ 国内宿泊者数への影響

（出典）内閣府地方創生推進室、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 V-RESASにおける観光予報プラットフォーム推進協議会宿泊データより

〇10月中旬から下旬においては、全国的に宿泊者数が増加の傾向である。
○年間の宿泊者数を見ると４月の緊急事態宣言以降、宿泊者数は一気に落ち込み、その後低調が続いたものの9月以降宿泊者

数の増加が確認できる。



（参考）新型コロナウイルス感染症による日本国内の各種動向 33

（出典）内閣府地方創生推進室、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 V-RESASより



34社会・経済活動への影響⑧ 東京圏への転入超過数
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○ 東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）への転入超過数は、2020年４月以降前年同月比マイナスで推移。

○ 2020年７月・８月は、2013年７月以降初めての転出超過となり、９月・１０月には再び転入超過に転じたものの、前年同月と
比較すると低い水準となっている。

前年同月比
（右軸）

転入超過数
（左軸）

東京圏への転入超過数の推移
（2016年１月～2020年10月）

（転入超過数、人） （転入超過数の前年同月比、％）

-80.0

-160.0

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。

2016年4月

10月:4,242人

9月:4,109人

2017年4月

9月:3,396人

10月:3,593人

2018年4月

9月
:4,425人

10月
:5,333人

2019年4月

9月:6,174人

10月:5,144人

-50.0

（転入超過数）
2020年4月：13,055人（前年同月▲50.1％）

5月：1,267人（前年同月▲83.6％）

6月：4,258人（前年同月▲21.0％）

7月：▲1,459人（前年同月▲164.1％）

8月：▲459人（前年同月▲108.0％）

9月：87人（前年同月▲98.6％）

10月：1,118人（前年同月▲78.3％）

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



35社会・経済活動への影響⑨ 東京都への転入超過数
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転入超過数
（左軸）

前年同月比
（右軸）

2016年4月 2017年4月
2019年4月

2018年4月

（転入超過数）
2020年4月：4,532人（前年同月▲65.3％）

5月：▲1,069人（前年同月▲123.9％）

6月：1,669人（前年同月▲47.4％）

7月：▲2,522人（前年同月▲310.3％）

8月：▲4,514人（前年同月▲223.7％）

9月：▲3,638人（前年同月▲208.2％）

10月：▲2,715人（前年同月▲202.2％）

-120

-320

東京都への転入超過数の推移
（2016年１月～2020年10月）

（転入超過数、人）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。

10月:2,127人

9月:2,658人

10月:1,147人

9月:2,339人

10月:
2,433人

9月:
3,121人

10月:
2,657人

9月:
3,362人

2017年 2018年 2020年2019年2016年

○ 東京都への転入超過数は、2020年４月以降前年同月比マイナスで推移。

○ 2020年５月には、2013年７月以降初めての転出超過となり、以降も６月を除き転出超過が続いた。

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



36社会・経済活動への影響⑩ 東京都への都道府県別転入超過数
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○ ８月及び９月は、首都圏や北海道・大阪府等を中心に幅広い道府県で東京都への転入超過数が前年と比べ減少。

（転入超過数、人）

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より作成。

東京都への道府県別転入超過数（2020年８月、９月）

8月

-500

-1000

-1500

東京都の転入超過数
2019年8月：3,648人
2020年8月：▲4,514人

▲8,162人
転入超過数（2019年8月）
転入超過数（2020年8月）首都圏、北海道、大阪

府を中心に減少

（転入超過数、人）

転入超過数（2019年9月）
転入超過数（2020年9月）

東京都の転入超過数
2019年9月：3,362人
2020年9月：▲3,638人

▲7,000人

首都圏、福岡県、北海道、大
阪府等を中心に減少

9月

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



37社会・経済活動への影響⑪ 日本国内における移動人口の動向

※移動人口とは各市区町村における「推定居住地が市区町村外のものの人口」とします。
※滞在人口とは各代表観測地点の駅重心に位置する500m四方に滞在する人口とします。

（出典）内閣府地方創生推進室、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 V-RESASにおける株式会社agoopの流動人口データより

〇新型コロナウイルスの感染が全国に先駆けて拡大した北海道は移動人口が早期に落ち込んだ。関東は他地域の移動人口が回復
傾向にある時期も移動人口に落ち込みが見られる。一方、東北、北陸においては、移動人口※が安定してきたことが確認できる。

○全国の代表観測地点において、西船橋駅のみ滞在人口※が前年より増加している。

代表観測地点の滞在人口地域ブロックごとの前年同週比の推移



38企業活動に対する影響① 大企業、中小企業への影響

○ 調査会社の日本企業に対するアンケート（１０月上旬～中旬実施）によると、新型コロナウイルスの発生が企業活動に及ぼす
影響について、７５％が「影響が継続している」と回答しており、前回調査と同程度の水準（前回調査（８月末～９月上旬実
施） ：７７％）。

○ 特に、前年同月と比較して売上が減少していると回答した中小企業の割合は、若干減少傾向であるものの、今年の４月から
９月まで６ヶ月連続で８割超と なり、依然として高い水準。

※「新型コロナウイルスの発生は、企業活動に影響を及ぼしていますか？」
（択一回答）との質問に対する回答割合

新型コロナウイルスの企業活動への影響 前年同月と比較して減収した企業の割合

※「貴社の今年（2020年）９月（２月～８月調査分も同様に集計）の売上は
前年同月を「100」とすると、どの程度でしたか？」との質問に対し、
「100」を下回る数値を回答した企業の割合

（出典）東京商工リサーチ「第９回新型コロナウイルスに関するアンケート調査」（2020年10月20日）インターネット
によるアンケート調査（2020年10月５日から12日に実施）
資本金１億円以上を大企業、資本金１億円未満や個人企業等を中小企業と定義

（出展）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



39

※売上高が前年同月比で「50％以上～80％未満」は減少、「50％未満」は激減を指す。

企業活動に対する影響② ～中小規模企業の財務状況の動向～

〇売上高が増加した事業者割合は金融/保険/不動産業の落ち込みが少なく、9月以降は50％以上の事業者が売上増加している。
〇飲食/娯楽/生活関連サービス業の売上高は、他業種と比較しても大きく落ち込み、その影響が長期化している。
〇すべての業種において15~25％の事業者の売上高が激減している。

（出典）内閣府地方創生推進室、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 V-RESASにおけるフリー株式会社統計データより

【売上高が激減した事業者割合】

【売上高の減少した事業者割合】

【売上高の増加した事業者割合】

【業種の凡例】

金融/保険/不動産業

飲食/娯楽/生活関連サービス業

飲食/娯楽/生活関連サービス業
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（出典）政府 未来投資会議資料より抜粋 2020年8月

企業活動に対する影響③ ～今後の企業戦略～



41企業活動に対する影響④ ～今後のオフィス戦略1～

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前（2019年2月）では、本社面積の拡大・縮小意向はともに約3割。
○ 本社への拠点集約よりも、在宅勤務の拡大や様々な場所にワークスペースを整備する意向が高い。
○ 2020年5月時点の調査では、約5％の企業が事務所の縮小・移転を検討。
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今後のオフィス戦略（本社以外）2019年2月
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都心にこだわらず、郊外のオフィスに本社機能を集約する

できるだけ面積を縮小・効率化していく

今後も面積を拡大していく

BPO*で総務部門などの間接業務をアウトソースする

飲食・生活サービス・エンタテイメントなど
複合的な機能があるエリアを選ぶ

オフィスの生産性をデータ測定・見える化する

交通利便性が高い都心に集約する

そう思う ややそう思う あまり思わない 思わない わからない
今後のオフィス戦略（本社）2019年2月

＊ BPO（Business Process Outsourcing）・・・企業の特定作業などを専門企業に外部委託すること。

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「これからのオフィスの在り方」（19年２月）（大都市圏オフィス需要調査2018秋）よ
り。調査対象企業は、東京、大阪、愛知、福岡、神奈川、埼玉、千葉、その他、サンプル数約1,350。

（出典）エムユーシー株式会社「テレワーク実態調査結果報告書」
（20年５月）より。

376

21 13

その他
（3.17％）

縮小・移転を検討
（5.12％）

現状のまま（91.71％）
合計410（100％）

今後の事務所スペースの考え方 2020年5月

（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）
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○ 2020年6月の時点では、今後2～3年の見通しにおいて、オフィス面積を「拡張したい」（12.2％）と答えた企業が一昨年・昨年の
調査より半減し、「縮小したい」（14.3％）が約3倍に増加。

○ 企業規模別にみると、従業員が1,000人以上の企業は、1,000人以下の企業よりも「縮小したい」との意向が高い。
○ オフィス施策を実施する上での懸念事項等については、「オフィス勤務とテレワークの最適なバランスがわからない」（28.9％）

や「パンデミック等の不測の事態を想定したオフィス戦略立案が難しい」（21.2％）など、コロナ禍を踏まえた新たな懸念事項が
生じている。

今後のオフィス面積の意向（2～3年程度先まで）

企業規模別、今後の面積の意向

※6月調査実施

オフィス施策を実施する上での懸念事項／阻害要因

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「大都市圏オフィス需要調査2020春（6月実施）」（20年７月）より国土政策局作成
調査対象企業は、東京23区、名古屋市、大阪市、福岡市、その他、サンプル数約1,795

2020年7月

企業活動に対する影響⑤ ～今後のオフィス戦略2～
（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



43企業活動に対する影響⑤ 民間事業者の取組事例

企業名 業種 取組内容
富士通 電気機器 ・主となる機能を定めたハブオフィスを全国の各エリアごとに設定。同時に、全席フリーアドレス

化を実施することで、現状のオフィス規模を50％程度に最適化。
・ジョブ型人事制度の一般従業員への適用拡大検討中。
・テレワークと出張で従来業務に対応できる単身赴任者の自宅勤務への切り替え。

KDDI 通信 ・順次フリーアドレスを導入し、座席数を6割に削減。
・オフィスの位置付けをハブオフィス/サテライトオフィス/ホームに再定義し、業務内容に合わせ
て働く場所の選択を可能に。

・ジョブ型人事、テクノロジーを活用し、働く時間や場所にとらわれず成果を出せる柔軟な働き
方を推奨。

カルビー 食品メーカー ・リモートワークの標準化とコアタイムの廃止。
・単身赴任の解除。
・通勤定期代の支給停止とリモートワーク手当の支給。

キリンHD 飲料メーカー ・働き場所は目的に応じて選択し、特に個人作業やWEBツールの活用により自宅で支障が
ない仕事においては、自宅を最優先とする。

・オフィス、自宅に加えてサードプレイスの導入検討。

凸版印刷 出版・印刷 ・在宅勤務のみならず、自社所有の専用施設や、契約しているシェアオフィスでのサテライトオ
フィス勤務、外出先でのモバイル勤務の 3形態を導入。

・裁量労働制対象部門を拡大。
パソナ 人材派遣 ・豊かな生き方・働き方の実現とグループ全体のBCP（事業継続計画）対策の一環として、

本社機能の分散と淡路島への移転を段階的に開始。2023年度末までにグループ全体の
本社機能社員 約1800名のうち、約1200名が淡路島へ。

（出典）各社HPより抜粋
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（企業規模別）

（エリア別）

（業種別）

【在宅勤務を新型コロナ対策として実施した企業】（企業規模別・エリア別・業種別）

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「コロナ危機における企業の働き方とワークプレイス」（2020年7月）

個人の生活様式や意識への影響① ～テレワーク実施割合～
○新型コロナウイルスの感染拡大以降、感染拡大の対策として9割以上の企業が在宅勤務に取り組んだ。
○在宅勤務の取組については、企業規模に関係なく幅広く実施されており、エリアとしては比較的東京23区の実施率が高かった。
○また、業種別でみると情報通信業の実施率が最も高く、医療・福祉関係の実施率が低かった。
【新型コロナ対策として実施した施策】
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【6月初旬時点の在宅勤務の継続状況】

【オフィス所在地別】

【企業規模別】

個人の生活様式や意識への影響② ～緊急事態宣言解除後のテレワーク実施状況1～

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「コロナ危機における企業の働き方とワークプレイス」（2020年7月）

○緊急事態宣言解除後の在宅勤務継続状況は４～５月をピークに逓減したと考えられる。
○企業規模別でみると大企業が6割近く継続している一方、中小規模の企業では減少している割合が高くなっている。
○オフィス所在地は東京23区が継続している割合が高い一方で、大阪市では既にやめている割合が高い。
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【業種別】

個人の生活様式や意識への影響② ～緊急事態宣言解除後のテレワーク実施状況2～

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「コロナ危機における企業の働き方とワークプレイス」（2020年7月）

○業種別では、情報通信業がもっとも継続している割合が高く、｢医療・福祉｣や｢不動産業・物品賃貸業｣がやめている割合が高い。



47個人の生活様式や意識への影響③ ～コロナ禍におけるオフィス出社状況～

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「首都圏オフィスワーカー調査2020」（20年11月）より抜粋
調査時期：2020年9月 調査地域：首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）

○コロナ禍におけるオフィスへの出社状況としては、完全出社にワーカーは全体の４割程度確認できたが半数以上のワーカーは出社
とテレワークの両方を使いわけている。

○オフィスに出社する理由は、半数以上のワーカーがオフィスでしかできない業務があると回答しており、２位以下の理由と大きな差が
ある。

集計対象：全体（n=2,060）

オフィスへの出社状況 オフィスへ出社する理由
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集計対象：全体（n=2,060）

〇在宅勤務やサテライトオフィス勤務などを利用したテレワークの現在の実施状況を確認すると、テレワーカー※が6割以上、一時的
テレワーク経験者※が14.2％いることが分かった。

〇職種別にみるとテレワーカーの割合は「事務系専門職」や「技術系専門職」が比較的高く、「一般事務・受付・秘書」や「総務・人
事・経理」が比較的低いことが分かった。

個人の生活様式や意識への影響④ ～コロナ禍におけるテレワーク実施状況～

※テレワーカーとは、在宅勤務、サテライト勤務、その他（喫茶店など）のうち１つでも実施しているワーカーをさす。
※一時テレワーク経験者とは、コロナ危機発生以前または発生後に一時的にテレワークを実施していたが、現在はテレワークを実施していないワーカーを指す。

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「首都圏オフィスワーカー調査2020」（20年11月）より抜粋
調査時期：2020年9月 調査地域：首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）

集計対象：全体（n=2,060）

テレワークの実施状況 （職種別）テレワークの実施状況



49個人の生活様式や意識への影響⑤ ～テレワークの実施頻度の現状と理想～

〇テレワーカーに対して、１週間のオフィス出社とテレワーク実施頻度の平均的な時間割合を確認したところ、テレワークをしている時
間の平均は53.8％であったが、分布をみると、「0%超10％以下」、「90%超100%以下」が2割近くとなっており、テレワーカーの
二極化が確認できる。

〇また、オフィス出社とテレワークをどの程度使い分けたいかを確認したところ、テレワークで働く理想の割合は平均52.2%であり、実
態は二極化しているものの、週5日勤務の場合、2～3日程度のテレワークを理想とするワーカーが多いと考えられる。

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「首都圏オフィスワーカー調査2020」（20年11月）より抜粋
調査時期：2020年9月 調査地域：首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）



50個人の生活様式や意識への影響⑥ ～テレワークの実施場所と感じるメリット～

〇テレワーカーのテレワーク実施場所の時間配分は、在宅勤務を実施する時間が87.4％となり、ワーカーにとって現状は「テレワーク
＝在宅勤務」であると想定される。

〇在宅勤務経験者が具体的にメリットとして感じている第一位は「移動時間・通勤時間の削減」である。

在宅勤務のメリットテレワークの場所ごとの時間配分

（出典）ザイマックス不動産総合研究所「首都圏オフィスワーカー調査2020」（20年11月）より抜粋
調査時期：2020年9月 調査地域：首都圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）



51個人の生活様式や意識への影響⑦ ～通勤時間の変化～
（出典）政府 未来投資会議資料より抜粋 2020年8月



52個人の生活様式や意識への影響⑧ ～地方移住への関心の変化～
（出典）政府 未来投資会議資料より抜粋 2020年8月



53個人の生活様式や意識への影響⑨ ～地方移住への関心の変化～
（出典）政府 未来投資会議資料より抜粋 2020年8月



54個人の生活様式や意識への影響⑩ ～地方移住への関心の変化～

○ 三大都市圏居住者のうち、年代別では20～30歳代、地域別では東京都23区に住む人の地方移住への関心が高まっている。

（出典）内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和２年６月２１日）資料より国土政策局作成

備考：三大都市圏とは、東京圏、名古屋圏、大阪圏の１都２府７県
○東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
○名古屋圏：愛知県、三重県、岐阜県
○大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県

◆質問：今回の感染症の影響下において、地方移住への関心に変化はありましたか。（対象：三大都市圏居住者）

■調査概要
〇調査方法：インターネット調査（国内居住のインターネットパネル登録モニター）
○回収数：10,128
〇調査期間：５月25日～6月５日

（５月25日～29日に半数を回収し、６月1日～5日に残りの半数を回収）
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（出典）国土交通省 国土の長期展望専門委員会資料 抜粋 （2020年11月）



１.都市再生有識者懇談会開催について

２.都市再生の動向について
ⅰ 都市再生の経緯
ⅱ 都市再生の効果

３.新型コロナウイルス感染症の影響
ⅰ 社会・経済活動への影響
ⅱ 企業活動への影響
ⅲ 個人の生活様式や意識への影響

（参考）都市再生を促す制度全般のご紹介
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都市再生特別措置法に基づき、
 都市再生緊急整備地域において、民間の優良ストック形成を重点的に支援しています。
 全国の都市で、都市再生整備計画に基づき公共公益施設整備などまちづくりを総合的に支援しています。

都市再生整備計画〔市町村が作成〕に基づく各種支援
（これまで1,072市町村、3,220地区に支援）

都市再生を推進すべき地域を政令指定：
都市再生緊急整備地域 (51地域)
特定都市再生緊急整備地域 (15地域):特に都市の国際競争力の強化

・都市再生特別地区
（100地区）
容積率・高さ・用途等の制限緩和

・都市再生事業に係る
認可等の迅速化

・都市計画提案制度
（74件）

法制上の支援措置
（都市計画等の特例）

・国際競争拠点都市整備事業〈特定地域のみ〉
道路や鉄道施設等の重要インフラや、エネルギー導管の
整備等

・官民連携まちなか再生推進事業
官民の様々な人材が集積するプラットフォームの構築と、
未来ビジョンを実現するための自立・自走型システムの構
築に向けた取組を総合的に支援

・都市安全確保促進事業
計画策定及び計画に基づく備蓄倉庫等の整備

財政支援

民間都市再生事業計画の認定（133計画）

民間都市開発推進機構によるメザニン支援

建物取得時の不動産取得税に係る特例措置 等

一定規模の民間プロジェクトが見込まれる区域 全国の都市区域

民間都市再生整備事業計画の認定（51計画）

民間都市開発推進機構によるメザニン支援・まち再生出資金融
支援

・都市構造再編集中支援事業※１及び
社会資本整備総合交付金※２などによ
り、まちづくりを財政的に支援
道路や公園、広場等のハード事業
各種調査や社会実験等のソフト事業 等

財政支援

金融支援

税制支援

※2020年10月15日現在（都市再生整備計画に基づく財政支援件数については2020年4月1日現在、
都市再生特別地区数については2020年9月30日現在、都市計画提案制度利用件数については2019年３月31日現在）

※１ 立地適正化計画を策定していることが支援要件となります。
※２ 一定の経過措置期間をおいた上で、立地適正化計画の策

定に向けた具体的な取組を開始・公表している等持続可能
な都市づくりを進めていることが支援要件となります。



都市再生特別地区 57

都市再生に貢献し土地の高度利用を図るため、都市再生緊急整備地域内において、既
存の用途地域等に基づく規制にとらわれず自由度の高い計画を定めることにより、容積率制
限の緩和等を行う。 （100地区 （令和2年9月30日現在））

１．対象
都市再生緊急整備地域内で、都市の再生に貢献し、土地の合理的か
つ健全な高度利用を図る必要がある区域

２．決定方法
都道府県及び政令指定都市が都市計画の手続を経て決定
（提案制度により都市開発事業者による提案が可能）

３．計画事項
以下の事項を従前の用途地域等に基づく規制にとらわれずに定めることが
できる。
○誘導すべき用途（用途規制の特例が必要な場合のみ）
○容積率の最高限度（４００％以上）及び最低限度
○建ぺい率の最高限度 ○建築面積の最低限度
○高さの最高限度 ○壁面の位置の制限

これにより、用途地域等における以下の規制を適用除外。
・用途地域及び特別用途地区による用途制限
・用途地域による容積率制限 ・斜線制限
・高度地区による高さ制限 ・日影規制

日本橋二丁目地区（東京都中央区）
区域面積：約４.8ha

用途地域：商業地域
容 積 率 ：800%、700％ → 1990％ 等

◇ 事例

◇制度概要
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【所得税・法人税の割増償却】※令和３年３月31日までに取得し供用すること
５年間 2.5(５)割増償却

【登録免許税】※令和３年３月31日までに認定を受けること
本則０．４％を０．３５(０．２)％に引き下げ

【不動産取得税】※令和３年３月31日までに取得し供用すること
課税標準から１／５（１／２）を控除

（上記を参酌基準とし、都道府県の条例で定める割合を控除）

【固定資産税・都市計画税】※令和３年３月31日までに取得し供用すること
課税標準から２／５（１／２）を控除

（上記を参酌基準とし、市町村の条例で定める割合を控除）

（ ）内は特定都市再生緊急整備地域内における特例を示す

政府
保証

政令で指定する（特定）都市再生緊急整備地域内において、当該地域の地域整備方針に定められた都市機能の
増進を主たる目的とする都市開発事業を行う場合、民間事業者は当該事業に関する計画（民間都市再生事業計
画）を作成の上、国土交通大臣の認定を申請し、一定の要件に適合している場合、認定を受けることができる。

【都市再生特別措置法 第２１条第１項】
都市再生緊急整備における市街地の整備を緊急に推進する上で効果的であり、かつ、当該地域を含む都市の再生に著しく貢献するもの
であると認められること。
建築物及びその敷地並びに公共施設の整備に関する計画が、地域整備方針に適合するものであること。
工事着手の時期、事業施行期間及び用地取得計画が、当該都市再生事業を迅速かつ確実に遂行するために適切なものであること。
当該都市再生事業の施行に必要な経済的基礎及びこれを的確に遂行するために必要なその他の能力が十分であること。

【都市再生特別措置法施行令 第７条】
事業区域面積が１㏊以上の都市開発事業であること。

ただし、当該都市開発事業の事業区域に隣接し、又は近接してこれと一体的に他の都市開発事業が施行され、又は施行されることが確
実であると見込まれ、かつ、これらの都市開発事業の事業区域の面積の合計が１㏊以上となる場合 ０．５ha以上

民間都市再生事業計画の認定

民間事業者（社債の取得はSPCのみ）
＜支援限度額＞ 次の①・②のうち、いずれか少ない額

① 総事業費の50％
② 公共施設等※１の整備費

特定都市再生緊急整備地域内は、公共施設等＋整備計画に
記載された国際競争力強化施設※２の整備費

＜対象事業者＞

※１：公共施設のほか、都市利便施設（駐車場、防災備蓄倉庫等）及び建築利便施設（エ
レベーター、共用通路等）を含む。

※２：外国語対応の医療・教育・保育施設、国際会議場施設、研究開発促進施設（新規事
業促進施設）（床面積1,000㎡以上の施設）。

認定基準

民間都市開発事業
（大臣認定事業）

土地
建物

借 入

資 本

支援対象

メザニン
支援

民間
金融機関

国

借入等
◯貸付(20年以内)
◯社債取得(10年以内)

民都
機構

特定都市再生緊急整備地域
都市再生緊急整備地域

金融支援 ０税制支援 ０

※ 固定資産税・都市計画税の特例の対象は、認定事業者が当該施設ととも
に整備した公共施設及び緑化施設、通路部分のみである。
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計
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東日本大震災において首都圏で約５１５万人におよぶ帰宅困難者が発生し大きな混乱が生じたこと等を踏まえ、都市機能が集積した地域
における大規模な震災の発生が社会経済に与える影響に鑑み、都市再生緊急整備地域及び主要駅・中心駅周辺地域の滞在者等の安全
の確保と都市機能の継続を図るため、官民連携による一体的・計画的なソフト・ハード両面の対策への支援を実施。 【平成２４年度創設】

※都市再生緊急整備地域：都市再生特別措置法に基づき、都市の再生の拠点として、都市開発事業等を通じて緊急かつ重点的に市街地の整備を推進すべき地域として
指定された地域。

※主要駅周辺：１日あたりの乗降客数が３０万人以上の駅周辺。
※中心駅周辺：指定都市及び特別区内にあっては、1日あたりの乗降客数が２０万人以上の駅周辺（駅から概ね半径２キロメートルの範囲内） 、

中核市、施行時特例市及び県庁所在都市にあっては、当該市内において乗降客数が最も多い駅周辺（駅から概ね半径２キロメートルの範囲内）。

非常用通信・
情報提供施設

補助事業者：市町村（特別区含む。）、都道府県、都市再生緊急整
備協議会、帰宅困難者対策協議会、都市再生推進法人

都市再生緊急整備地域＋主要駅・中心駅周辺地域

ただし、建築物の躯体工事を伴わないものに限る。

ソフト対策 ハード対策

防災備蓄倉庫､非常用通信・情報提供施設、非常用発電機の整備 等

補助率：１／３補助率：１／２

計画に基づく
ソフト・ハード両面の対策

○協議会開催

○計画作成

・専門家の派遣

・勉強会、意識啓発活動

・官民・民民協定の締結に

係るコーディネート 等

・国､都道府県､市町村
・大規模ビル等所有者
・鉄道事業者 等

【構成員】

補助率：１／２

＜都市再生安全確保計画・エリア防災計画の作成＞

・退避経路、退避施設、備蓄倉庫等の整備及び管理
・災害時に実施する事務（退避誘導、情報収集・提

供、蓄物資提供等）の内容
・平常時に実施する訓練の内容 等

都市再生緊急整備協議会・帰宅困難者対策協議会

注）

防災備蓄倉庫 非常用発電機

避難訓練、情報伝達ルール、備蓄ルールの確立、
退避方法や退避施設の確保等に関するルールの作成 等

帰宅困難者対策訓練 ルールの作成
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